
１． 令和4年度予算編成の基本的な 
考え方

令和4年度の防衛関係予算は、平成30年12月18
日の国家安全保障会議及び閣議において決定された
「平成31年度以降に係る防衛計画の大綱について」及
び「中期防衛力整備計画（平成31年度～平成35年度）
について」（以下「中期防」という。）等に基づき編成
を行い、防衛省情報システム関係経費のうちデジタル
庁に計上する318億円を含め、全体で5兆4,005億円
（対前年度比+1.1%）を計上している。このうち、
SACO関係経費＊1、米軍再編関係経費＊2等を除く中期
防対象経費については、中期防を踏まえ実質+1.1%の
伸びとし、5兆1,788億円を措置している。（図表1：
防衛関係予算の推移）
中期防対象経費については、宇宙・サイバー・電磁

波といった新たな領域における能力の強化など、多次
元統合防衛力の構築を推進するとともに、原価の精
査、仕様の見直し等の装備調達の最適化や、重要度の
低下したプロジェクトの見直しを実施している。
また、新規後年度負担については、将来における予

算の硬直化を招かないよう伸びを抑制しつつ、2兆
9,022億円（対前年度比+11.8%）を計上しており、
このうち、中期防対象経費は、中期防で規定された新
規契約額の上限（17兆1,700億円程度）を踏まえつ
つ、2兆4,583億円（対前年度比+2.0%）を措置して
いる。（図表2：新規後年度負担額の推移）

＊1） SACO関係経費とは、沖縄に関する特別行動委員会（SACO：Special Action Committee on Okinawa）最終報告（平成8年12月2日）に盛り
込まれた措置を実施するために必要な経費を指す。

＊2） 米軍再編関係経費とは、「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について」（平成18年5月30日閣議決定）及び「平成22年5月28日に日
米安全保障協議委員会において承認された事項に関する当面の政府の取組について」（平成22年5月28日閣議決定）に基づく再編関連措置のうち、地
元の負担軽減に資する措置を実施するために必要な経費を指す。

＊3） 予算額は（5）を除き契約額ベース。なお、初度費（専用治工具費や初度設計費等）は含まない。

２．令和4年度予算における主要事業
令和4年度予算では、防衛力の整備等に必要な事業
を着実に推進しているところ、その主な内容は以下の
とおりである。＊3

（１） 宇宙・サイバー・電磁波等の領域におけ
る能力の獲得・強化

領域横断作戦を実現するため、優先的な資源配分や
我が国の科学技術の活用により、宇宙・サイバー・電磁
波といった新たな領域における能力を獲得・強化する。

ア　宇宙領域における能力強化
○　宇宙空間の安定的利用を確保するための取組
・宇宙空間の安定的な利用を確保するため、低軌道の
宇宙物体をより正確に監視できるSSAレーザー測
距装置を取得（190億円）。
・米軍及び国内関係機関等と連携した宇宙状況監視を
行うために必要な関連器材等の取得等（77億円）。
○　宇宙領域における体制整備（宇宙作戦群の改編）
・我が国の人工衛星に対する電磁妨害状況を把握する
ため、第2宇宙作戦隊（仮称）を新編するとともに、
宇宙領域に関する装備品を維持管理する宇宙システ
ム管理隊（仮称）を新編。なお、既存の宇宙作戦隊
は第1宇宙作戦隊（仮称）に改編。

令和4年度 
防衛関係予算について
主計局主計官　渡辺  公徳
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図表2　新規後年度負担額の推移

図表２ 新規後年度負担額の推移

（注１）当初予算ベース
（注２）（ ）内は対前年度比
（注３）令和３年度は217億円、令和４年度は189億円のデジタル庁計上分を含む。
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図表１ 防衛関係予算の推移

（注１）当初予算ベース
（注２）（ ）内は対前年度比
（注３）平成26年度は、給与特例減額終了に伴う人件費増を含む。
（注４）令和元年度及び２年度は、消費税影響分を含む。
（注５）令和３年度は187億円、令和４年度は318億円のデジタル庁計上分を含む。
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イ　サイバー領域における能力強化
○　サイバー関連部隊の体制の強化
・共同の部隊である自衛隊サイバー防衛隊の増員をは
じめ、サイバー関連部隊の体制を拡充し、サイバー
防衛能力を強化。

○　システムの強靭化
・陸上自衛隊の全システムの防護、監視、制御等を一
元的に行うシステムを整備（64億円）。

ウ　電磁波領域における能力強化
○　電磁波作戦能力の強化
・艦艇の電子戦訓練支援能力を向上させるため、UP－
3Dの搭載機器の換装及び機体改修を実施（1式：
57億円）。

○　電磁波作戦能力の強化に資する研究開発
・効果的な電波妨害を実施することにより自衛隊の航
空作戦の遂行を支援する、スタンド・オフ電子戦機
を開発（190億円）。

（２）従来の領域における能力の強化
領域横断作戦の中で、宇宙・サイバー・電磁波の領

域における能力と一体となって、航空機、艦艇、ミサ
イル等による攻撃に効果的に対処するため、海空領域
における能力、スタンド・オフ防衛能力、総合ミサイ
ル防空能力、機動・展開能力等を強化する。

ア　海空領域における能力強化
○　戦闘機の取得、スタンド・オフ防衛能力の強化
・電子防護能力に優れたF-35A（8機：768億円）及
びF-35B（4機：510億円）を取得し、航空優勢を
確保し戦闘機運用の柔軟性を向上。

・周辺諸国の航空戦力の強化に対応するとともに、防
空等の任務に適切に対応するため、F-15に対しス
タンド・オフ・ミサイルの搭載、搭載弾薬数の増加
及び電子戦能力の向上等に必要な改修を実施するた
めの関連経費を計上（520億円）。

○　艦艇の建造等
・多様な任務への対応能力の向上と船体のコンパクト
化を両立した護衛艦（3,900トン）（2隻：1,028億
円）や、探知能力等が向上した潜水艦（3,000トン）
（1隻：736億円）を建造。

・「いずも」型護衛艦の改修において装備する着艦誘
導装置の取得等（61億円）。

○　哨戒機の取得等
・現有の固定翼哨戒機（P-3C）の除籍に伴い、その
後継機として探知識別能力、飛行性能、情報処理能
力等が向上したP-1の構成品を取得（141億円）。

・海上自衛隊における各種任務への適合性、有人機等
との連携要領及び省人化／省力化に寄与する導入の
あり方を検証するために滞空型UAV（無人航空機）
の試験的運用を実施（47億円）。

イ　総合ミサイル防空能力の強化
○　ミサイルの取得、システム整備等
・航空機や巡航ミサイルによる攻撃からの防護を目的
としてイージス艦（「まや」型護衛艦）に搭載する長
距離艦対空ミサイルであるSM-6を取得（202億円）。
・能力向上型迎撃ミサイル（PAC-3MSE）の取得等
（1式：159億円）、03式中距離地対空誘導弾（改善
型）（中SAM（改））の取得（1式：137億円）。

ウ　機動・展開能力の強化
○　戦車・機動戦闘車の取得
・各種事態において迅速かつ機動的な運用が可能であ
る16式機動戦闘車を取得（33両：237億円）する
ほか、10式戦車を取得（6両：83億円）。
○　輸送アセットの取得等
・島嶼部への輸送機能を強化するため、中型級船舶
（LSV）1隻及び小型級船舶（LCU）1隻を取得
（102億円）。

エ　UAVの活用及び対処能力の強化
・車両への器材搭載による小型の攻撃型UAVの探知・
迎撃手段について研究（1億円）。

オ　人的基盤の強化
○　女性の活躍推進、生活・勤務環境の改善
・女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備を実
施（58億円）。

・自衛隊施設の整備を実施（631億円）。
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（３）持続性・強靭性の強化
平時から有事までのあらゆる段階において、部隊運
用を継続的に実施し得るよう、弾薬及び燃料の確保、
自衛隊の運用に係る基盤等の防護等に必要な措置を推
進するとともに、各種事態に即応し、実効的に対処す
るため、装備品の可動率確保のための取組を推進する。

ア　 継続的な部隊運用に必要な各種弾薬の取得
（1,659億円）

イ　 装備品の維持整備に必要な経費の着実な確保
（10,928億円）

（４）防衛技術基盤・防衛産業基盤の強化
将来の戦い方を生み出す技術分野において技術的優

越を確保するため、革新的・萌芽的技術の発掘・育成
に資する活動を推進し、新たな領域に関する技術や、
人工知能（AI）等の重要技術に対して重点的な投資
を行う。また、装備品の生産・運用・維持整備に必要
不可欠な我が国の防衛産業基盤を強化するため、サプ
ライチェーンの維持・強化、デジタルトランスフォー
メーション（DX）の推進等を行う。

ア　防衛技術基盤の強化
○　革新的・萌芽的技術の発掘・育成に資する活動
・安全保障技術研究推進制度（101億円）
○　先端技術に関する取組
・先端技術の早期実用化に資する取組（84億円）
・将来レールガンの研究（65億円）
○　次期戦闘機に関する取組
・次期戦闘機の開発（858億円）
○　スタンド・オフ防衛能力の強化
・島嶼防衛用高速滑空弾の研究（145億円）

イ　防衛産業基盤の強化
○　防衛関連中小企業のサイバーセキュリティ対策の
向上を図るため、脆弱性調査等を実施（8億円）

（５）米軍再編、基地対策等の推進
ア　米軍再編等関連軽費（2,217億円）
米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄県をはじめとする

地元の負担軽減を図るため、在日米軍の兵力態勢の見

直し等についての具体的措置を着実に実施。
○　米軍再編関係経費［地元の負担軽減に資する措
置］（2,080億円）
・普天間飛行場の移設、在沖米海兵隊のグアムへの移
転、嘉手納以南の土地の返還等を推進。
○　SACO関係経費（137億円）
・沖縄に関する特別行動委員会（SACO）の最終報告
に盛り込まれた措置を着実に実施。

イ　基地対策等関連経費（4,718億円）
防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺
対策を着実に実施するとともに、在日米軍の駐留を円
滑かつ効果的にするための施策を推進。
○　基地周辺対策経費（1,186億円）
・自衛隊の行為や防衛施設の設置等により発生する障
害の防止等を図るため、住宅防音や周辺環境整備を
実施。
○　在日米軍駐留経費負担（「同盟強靱化予算」）
（2,056億円）
・新たに実質合意に至った特別協定等に基づき、在日
米軍従業員の給与の負担、提供施設の整備、訓練資
機材の調達等を実施。
○　施設の借料、補償経費等（1,476億円）
・防衛施設用地等の借上や水面を使用して訓練を行う
ことによる漁業補償等を実施。

３．効率化・合理化への取組
令和4年度においては、防衛力整備を効率化・合理

化することにより、4,390億円のコスト縮減を図るこ
ととしている。（図表3：防衛力整備の一層の効率化・
合理化の取組例）

（１） 事業等に係る見直し 
［縮減見込額：2,117億円］

重要度の低下した装備品の運用停止や、費用対効果
の低いプロジェクトの見直し・中止、維持・整備方法
の見直しにより、コスト縮減を追求する。
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○　短SAM等の誘導弾の信頼性回復について、耐用
年数を超過し、使用不能となった部品のみを交換す
ることにより、事業費を削減［縮減見込額：43億円］
○　艦載型 UAV（小型）に関する研究について、供
試用器材の取得をする代わりに、民間事業者に性能
試験を委託し、効率化［縮減見込額：7億円］

（２） 仕様の共通化・最適化 
［縮減見込額：974億円］

モジュール化・共通化や民生品の使用・仕様の見直
しにより、装備品の構成について見直しを行い、開
発、取得にかかる期間を早期化すると共に、ライフサ
イクルコストの削減を図る。
○　12式地対艦誘導弾（能力向上型）の地発型、艦
発型、空発型について、設計等をファミリー化する
ことにより、効率化［縮減見込額：168億円］

（３） 一括調達・共同調達による効率化 
［縮減見込額：129億円］

装備品のまとめ買い等により、価格低減と取得コス
トを削減する。

○　輸送機（C-2）用エンジンについて、2式をまと
め買いすることにより、取得コストを抑制［縮減見
込額：26億円］

（４） 長期契約による効率化 
［縮減見込額：19億円］

5か年度を超える長期契約の活用により、調達コス
トの縮減と安定的な調達を追求する。
○　輸送機（C-130R）の機体維持等について、個々
の修理ではなく、一定期間の包括的な契約（PBL）
を行うことによる効率化［縮減見込額：16億円］
○　輸送機（C-2）等の機体構成品について、値上が
りが予想されることから、長期契約を活用すること
により調達コストを縮減［縮減見込額：3億円］

（５）原価の精査等［縮減見込額：1,152億円］
装備品等について、価格や関連経費の精査等の取組
を通じ、価格低減を追求する。

図表3　防衛力整備の一層の効率化・合理化の取組例
取組 効率化・合理化額 主な取組例

事業等に係る見直し 2,117億円
○　短SAM等の誘導弾の信頼性回復について、耐用年数を超過し、使用不能となった部品のみを

交換することにより、事業費を削減（43億円）
○　艦載型UAV（小型）に関する研究について、供試用器材の取得をする代わりに、民間事業者に

性能試験を委託し、効率化（7億円）

仕様の共通化・最適化 974億円 ○　12式地対艦誘導弾（能力向上型）の地発型、艦発型、空発型について、設計等をファミリー化
することにより、効率化（168億円）

一括調達・共同調達による
効率化 129億円 ○　輸送機（C-2）用エンジンについて、2式をまとめ買いすることにより、取得コストを抑制（26

億円）

長期契約の活用 19億円
○　輸送機（C-130R）の機体維持等について、個々の修理ではなく、一定期間の包括的な契約
（PBL）を行うことによる効率化（16億円）

○　輸送機（C-2）等の機体構成品について、値上がりが予想されることから、長期契約を活用す
ることにより調達コストを縮減（3億円）

原価の精査等 1,152億円
○　護衛艦（3,900トン）について、市況の動向を反映した部材価格の見直しや習熟度の向上に伴

う加工工数の減少等による減（32億円）
○　戦闘機（F-35）について、米国政府を通じた他FMS国との費用分担等の価格精査交渉等によ

る減（59億円）
合計 4,390億円

取組 R1 R2 R3 R4 R5 合計
事業等に係る見直し（注1） 2,173億円 1,922億円 2,068億円 2,117億円 ― 8,280億円
仕様の共通化・最適化 338億円 839億円 288億円 974億円 ― 2,438億円
一括調達・共同調達による効率化 163億円 324億円 381億円 129億円 ― 997億円
長期契約の活用 356億円 53億円 104億円 19億円 ― 532億円
原価の精査等 1,129億円 1,176億円 1,327億円 1,152億円 ― 4,784億円
その他の収入の確保など ― ― ― ― ― ―

合計 4,159億円 4,313億円 4,168億円 4,390億円 ― 17,031億円
（注1）令和元年度の効率化額には、費用対効果の低いプロジェクトの見直し分（2,020億円）を含む。
（注2）計数は四捨五入のため合計と符合しない場合がある。

 28 ファイナンス　2022 Apr.

特 

集

08_P24-29_YosanTokushu-防衛_04.indd   28 2022/04/11   9:46:15



○　護衛艦（3,900トン）について、市況の動向を
反映した部材価格の見直しや習熟度の向上に伴う加
工工数の減少等による減［縮減見込額：32億円］
○　戦闘機（F-35）について、米国政府を通じた他

FMS国との費用分担等の価格精査交渉等による減
［縮減見込額：59億円］

４．今後の課題
周辺国の軍事力の近代化・強化や軍事活動の活発化

など、我が国を取り巻く安全保障環境が急速に変化す
る中、我が国の防衛整備の在り方が根本から問われて
いる。こうした中、政府として、今後、概ね1年をか
けて、「国家安全保障戦略」、「防衛計画の大綱」、「中
期防」を新たに策定することとしている＊4。
これらの文書は、日本の防衛戦略のみならず、国民

の安全・安心を如何に確保するかといった国家の在り
方をも規定するものであり、その策定には国民的な議
論が求められる。とりわけ、防衛予算については、こ
れまでも他の経費より優先して手厚く配分してきてお
り、その多寡を巡る議論は他の経費への配分にも影響
し得るものである。限られた財源を生かすためにも、
変化する国際情勢を冷静かつ的確に捉えた戦略・作
戦・戦術を取っているか、これらに応じた自衛隊の態
勢・組織の見直しは十分か、といった観点を含め、地
に足の着いた、現実的な議論を丁寧に積み重ねていく
ことが重要である。

＊4） 上記の3つの文書は、（1）「国家安全保障戦略」において、外交政策・防衛政策を中心とした国家安全保障の基本方針を定め、（2）「防衛計画の大綱」で
防衛力の在り方と保有すべき防衛力の水準を規定し、（3）「中期防」で今後5年間の経費の総額と主要装備の整備数量を明示する、という関係にある。
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